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	項目
	内容

	事業名
	

	グループ代表企業
	
※交付決定および支払は代表企業（団体）に対して行います。

	実施場所
	

	実施予定時期
	

	事業の内容
	具体的な取組内容について記載してください。
（１．現在策定中のビジネスプランの内容、２．活用する専門家の役割、３．視察・訪問先企業についての選定理由、４．従前から取り組んでいる活動など）

	
	記載例：
１．現在策定中のビジネスプランの内容
当社は、後継者としての強み（柔軟な発想やデジタルへの適応力）を活かし、承継予定企業の経営資源を統合・発展させた【例：伝統技術とECを融合した新事業 / 既存事業のDX化による新規顧客開拓】に関するビジネスプランを策定中である 。本事業を通じて、単なる事業の引き継ぎに留まらず、次世代の経営基盤となる「第二創業」としての新プランの実効性と実現可能性を検証する 。

２．活用する専門家の役割
活用する専門家の役割事業承継の大きな障壁となる税務・法務面の課題解決、およびプランのブラッシュアップに向け、【専門家の肩書（例：税理士、中小企業診断士等）】を外部専門家として招聘する 。当該専門家には、「親族内・親族外承継における相続税や贈与税に関する専門知識の習得支援」および「策定中ビジネスプランの財務面・市場性における実効性向上のための具体的助言」の役割を担っていただく 。  

３．視察・訪問先企業についておよび選定理由
視察・訪問先（予定）： 【企業名（所在地）】   選定理由： 同社は、先代からの事業承継を契機に【選定理由（例：新規事業への進出 / 組織のペーパーレス化）】を断行し、業績を飛躍的に伸ばした「後継者によるイノベーション（第二創業）」の先進事例である 。後継経営者ならではの苦労、組織変革のプロセス、成功要因を直接視察・ヒアリングし、自社プランへ確実に反映させるために選定した 。  

４．従前から取り組んでいる活動
従前から取り組んでいる活動の概要当グループはこれまでも、【事業承継支援機関名（例：秋田県事業承継・引継ぎ支援センター等）】の伴走支援のもと、経営権移譲に関する勉強会や、各社の経営資源を活かした協業プランの検討を自主的に重ねてきた 。 



